
社会復帰促進等事業等に要する費用について

○社会復帰促進等事業費等の推移

第 １ 号 第 ２ 号 第 ３ 号
社会復帰
促進等
事業費等
限度額

社会復帰
促進等
事業費等
所要額

限度額に
対する
所要額の
割合 (％)保険料

収入

積立金
から
生ずる
収入

計
預託金
利子収入

返納金等 計
公務員
宿舎
貸付料

延滞金
追徴金
雑入

計

平成２６年度
予算額

866,902 131,981 998,883 68 14,165 14,233 49 5,750 5,799 160,342 125,556 78.31

平成２７年度
予算額

870,880 130,651 1,001,531 15 12,840 12,855 43 5,487 5,530 160,267 125,355 78.22

平成２８年度
予算額

871,925 131,898 1,003,823 7 14,084 14,091 43 5,371 5,414 160,689 129,027 80.30

平成２９年度
予算額

869,645 128,194 997,839 6 16,972 16,978 35 4,568 4,603 159,406 134,026 84.08

平成３０年度
見込額 ※
上段：限度額

18/118
下段：限度額

20/120

825,125 125,608 950,733 6 15,450 15,456 41 5,232 5,273

152,658

146,434

95.92

166,305 88.05

（単位：百万円）

＋

○社会復帰促進等事業及び事務費に充てるべき限度額（労働者災害補償保険法施行規則第４３条）

○保 険 料 収 入

＋

○積立金から生ずる
収入

社会復帰促進等事業費等

限 度 額

（特別支給金除く）

× ＋

○労災勘定・徴収勘定
の附属雑収入
（厚生労働大臣が定める
基準により算定した額）

・預託金利子収入
（積立金を除く）
・返納金等

○労災勘定・徴収勘定
の附属雑収入

・公務員宿舎貸付料
・延滞金、追徴金、雑入

18
118 ≧

（第１号） （第２号） （第３号）

労災保険料
平均料率

4.8／
1,000

4.7／
1,000

4.5／
1,000

※平成30年度見込額については、現在調整中であり、今後変動があり得る。
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